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福井県告示第６４号
　公共土木施設維持管理業務　７－１の請負契約に係る一般競争入札に参加する者に必要
な資格については、建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等（平成１０年
福井県告示第７４９号）の規定は適用せず、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号
）第１６７条の５第１項の規定に基づき、別にこの業務の請負契約に係る一般競争入札に
参加する者に必要な資格を定めたので、同条第２項の規定により、その基本となるべき事
項および当該資格の審査の申請の時期、方法等を次のとおり公示する。
　　令和７年２月１４日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　業務名
　　　公共土木施設維持管理業務　７－１
　⑵　履行場所
　　　一般国道３６５号　他
　　　越前市　上太田町　他
　⑶　業務概要
　　 　福井県が管理する次の道路、河川、砂防施設などの安全を確保し、または性能の維
持を図るために行うパトロール業務、維持修繕業務

　　　道路施設　２３路線　Ｌ＝１１６．０ｋｍ、河川施設　８河川　Ｌ＝４７．０ｋｍ
　　　パトロール業務　１式
２ 　この業務の請負契約に係る一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「地域維持
事業入札参加資格」という。）の審査を申請することができる者地域維持事業入札参加
資格の審査を申請することができる者は、次の条件のすべてを満たす共同企業体とする
。

　⑴ 　この業務を共同して請け負うことを目的として、２から１０の建設業者（建設業法
（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する建設業
者をいう。以下同じ。）により結成された共同企業体であること。ただし、共同企業
体の代表者は、丹南土木事務所管内のうち旧武生市内に、入札書を提出する日の前日
から起算して６か月以上前から引き続き主たる営業所（法第３条第１項の営業所のう
ち、同項の許可に係る営業所をいう。以下同じ。）を有すること。共同企業体の構成
員は、丹南土木事務所管内（越前市、南越前町、池田町）に主たる営業所を有するこ
と。※旧武生市の範囲は、武生東、武生西、武生南、神山、吉野、国高、大虫、坂口
、王子保、北新庄、北日野、味真野、白山の各小学校区とする。 

　⑵　共同企業体の構成員は、次に掲げる要件のすべてを満たしていること。
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　　ア 　地域維持型建設共同企業体入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）
を提出する時点において、福井県の競争入札参加資格について、代表者は土木一式
工事Ａ等級の資格、代表者を含む構成員のうち、少なくとも１者は舗装工事の資格
、その他構成員は土木一式工事Ａ等級または舗装工事の資格を有すると決定されて
いる者であること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づき更生
手続開始の申立てが行われている者または民事再生法（平成１１年法律第２２５号
）の規定に基づき再生手続開始の申立てが行われている者については、更生手続開
始または再生手続開始の決定後に、別に定める手続に基づく競争入札参加資格の再
認定を受けていること。）。

　　イ 　申請書を提出する時点において、法第３条第１項の許可を有しての営業年数（継
続した営業年数とし、許可の失効（法第３条第３項）または許可の取消し（法第２
９条）があった場合はそれ以前の営業年数は通算しない。以下同じ。）が３年以上
あること。

　　ウ 　この業務の請負契約に係る一般競争入札に参加しようとする他の共同企業体の構
成員でないこと。

　　エ　共同企業体への出資の比率がいずれも均等割の１０分の６以上であること。
　　オ 　申請書を提出する時点において、福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領

（以下「措置要領」という。）に基づく指名停止または指名除外期間中でないこと
。

　　カ 　申請書を提出する時点において、建設業退職金共済制度、中小企業退職金共済制
度もしくは特定退職金共済制度のいずれかに加入していること。または退職一時金
制度を有している者であること。

　　キ 　申請書を提出する時点において、会社更生法の規定に基づき更生手続開始の申立
てが行われている者または民事再生法の規定に基づき再生手続開始の申立てが行わ
れている者であって、２⑵アの再認定を受けていない者その他経営不振に陥ったと
明らかに認められる等この入札に参加するのにふさわしくないと認められる者でな
いこと。

　　ク 　この業務に関する入札公告において定める業務責任者等を配置することができる
こと。

　⑶ 　共同企業体の代表者にあっては次に掲げる要件のすべてを満たしている者であるこ
と。

　　ア 　共同企業体への出資の比率が構成員中最大かつ他の構成員の出資比率を上回るこ
と。

　　イ　この業務に関する入札公告において定める業務実績を有する者であること。
３　地域維持事業入札参加資格の審査の申請手続
　 　地域維持事業入札参加資格の審査を受けようとする者は、次に掲げるところにより申
請すること。

　⑴　提出書類
　　ア　申請書
　　イ　地域維持型建設共同企業体協定書の写し
　　ウ　委任状
　⑵　申請書等（３⑴に掲げる提出書類をいう。以下同じ。）の交付期間等  
　　ア　交付期間
　　　 　令和７年２月１４日（金）から同年２月２５日（火）まで（福井県の休日を定め

る条例（平成元年福井県条例第２号）第１条に規定する県の休日を除く。）の午前
９時から午後４時まで

　　イ　交付場所
　　　　福井県越前市上太田町４２－１－１
　　　　福井県丹南土木事務所総務課
　⑶　申請書等の提出期間等
　　ア　提出期間
　　　　申請書等の交付期間と同じとする。
　　イ　提出場所
　　　　申請書等の交付場所と同じとする。
　　ウ　提出方法
　　　 　郵送（民間事業者を含む。以下同じ。）または持参して提出するものとし、電送

によるものは受け付けない。
　　　 　なお、郵送により提出する場合には、配達記録が残る書留郵便等を利用して送付

しなければならない。
　　エ　提出部数
　　　　正本１部および副本１部
４　地域維持事業入札参加資格の有無の決定
　 　地域維持事業入札参加資格の審査の申請をした者の地域維持事業入札参加資格の有無
については、３⑴に掲げる提出書類を審査した上で決定するものとする。

　 　なお、地域維持事業入札参加資格の有無の決定を受けた者であっても、申請書を提出
した後開札までに、共同企業体の構成員のいずれかが措置要領に基づく指名停止または
指名除外の措置を受けた場合その他経営不振に陥ったと明らかに認められる等この入札
に参加するのにふさわしくないと認められる場合には、地域維持事業入札参加資格の決
定を取り消すことがある。

５　地域維持事業入札参加資格の有効期間
　 　地域維持事業入札参加資格の有無は、この業務の請負契約に係る一般競争入札につい
てのみ有効とし、この業務を落札した共同企業体の入札参加資格にあってはこの業務が
完了し、当該共同企業体の清算が完了した日に、その他の共同企業体にあってはこの業
務の請負契約が締結された日に、その効力を失うものとする。
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６　その他
　　地域維持事業入札参加資格の審査についての照会先
　　福井県土木部土木管理課建設産業・人材支援室
　　電話番号　０７７６－２０－０４７０
　 　
福井県告示第６５号
　公共土木施設維持管理業務　７－２の請負契約に係る一般競争入札に参加する者に必要
な資格については、建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等（平成１０年
福井県告示第７４９号）の規定は適用せず、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号
）第１６７条の５第１項の規定に基づき、別にこの業務の請負契約に係る一般競争入札に
参加する者に必要な資格を定めたので、同条第２項の規定により、その基本となるべき事
項および当該資格の審査の申請の時期、方法等を次のとおり公示する。
　　令和７年２月１４日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　業務名
　　　公共土木施設維持管理業務　７－２
　⑵　履行場所
　　　一般国道４１７号　他
　　　越前市　定友町　他
　⑶　業務概要
　　 　福井県が管理する次の道路、河川、砂防施設などの安全を確保し、または性能の維
持を図るために行うパトロール業務、維持修繕業務

　　 　道路施設　１５路線　Ｌ＝１２５．４ｋｍ、河川施設　９河川　Ｌ＝５８．５ｋｍ
　　　パトロール業務　１式
２ 　この業務の請負契約に係る一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「地域維持
事業入札参加資格」という。）の審査を申請することができる者
　 　地域維持事業入札参加資格の審査を申請することができる者は、次の条件のすべてを
満たす共同企業体とする。
　⑴ 　この業務を共同して請け負うことを目的として、２から１０の建設業者（建設業法
（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する建設業
者をいう。以下同じ。）により結成された共同企業体であること。ただし、共同企業
体の代表者は、丹南土木事務所管内のうち旧今立町内または池田町内に、入札書を提
出する日の前日から起算して６か月以上前から引き続き主たる営業所（法第３条第１
項の営業所のうち、同項の許可に係る営業所をいう。以下同じ。）を有すること。共
同企業体の構成員は、丹南土木事務所管内（越前市、南越前町、池田町）に主たる営
業所を有すること。※旧今立町の範囲は、南中山、花筐、服間、岡本の各小学校区と

する。 
　⑵　共同企業体の構成員は、次に掲げる要件のすべてを満たしていること。
　　ア 　地域維持型建設共同企業体入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）

を提出する時点において、福井県の競争入札参加資格について、代表者は土木一式
工事Ａ等級の資格、代表者を含む構成員のうち、少なくとも１者は舗装工事の資格
、その他構成員は土木一式工事Ａ等級または舗装工事の資格を有すると決定されて
いる者であること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づき更生
手続開始の申立てが行われている者または民事再生法（平成１１年法律第２２５号
）の規定に基づき再生手続開始の申立てが行われている者については、更生手続開
始または再生手続開始の決定後に、別に定める手続に基づく競争入札参加資格の再
認定を受けていること。）。

　　イ 　申請書を提出する時点において、法第３条第１項の許可を有しての営業年数（継
続した営業年数とし、許可の失効（法第３条第３項）または許可の取消し（法第２
９条）があった場合はそれ以前の営業年数は通算しない。以下同じ。）が３年以上
あること。

　　ウ 　この業務の請負契約に係る一般競争入札に参加しようとする他の共同企業体の構
成員でないこと。

　　エ　共同企業体への出資の比率がいずれも均等割の１０分の６以上であること。
　　オ 　申請書を提出する時点において、福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領

（以下「措置要領」という。）に基づく指名停止または指名除外期間中でないこと
。

　　カ 　申請書を提出する時点において、建設業退職金共済制度、中小企業退職金共済制
度もしくは特定退職金共済制度のいずれかに加入していること。または退職一時金
制度を有している者であること。

　　キ 　申請書を提出する時点において、会社更生法の規定に基づき更生手続開始の申立
てが行われている者または民事再生法の規定に基づき再生手続開始の申立てが行わ
れている者であって、２⑵アの再認定を受けていない者その他経営不振に陥ったと
明らかに認められる等この入札に参加するのにふさわしくないと認められる者でな
いこと。

　　ク 　この業務に関する入札公告において定める業務責任者等を配置することができる
こと。

　⑶ 　共同企業体の代表者にあっては次に掲げる要件のすべてを満たしている者であるこ
と。

　　ア 　共同企業体への出資の比率が構成員中最大かつ他の構成員の出資比率を上回るこ
と。

　　イ　この業務に関する入札公告において定める業務実績を有する者であること。
３　地域維持事業入札参加資格の審査の申請手続
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　 　地域維持事業入札参加資格の審査を受けようとする者は、次に掲げるところにより申
請すること。
　⑴　提出書類
　　ア　申請書
　　イ　地域維持型建設共同企業体協定書の写し
　　ウ　委任状
　⑵　申請書等（３⑴に掲げる提出書類をいう。以下同じ。）の交付期間等
　　ア　交付期間
　　　 　令和７年２月１４日（金）から同年２月２５日（火）まで（福井県の休日を定め

る条例（平成元年福井県条例第２号）第１条に規定する県の休日を除く。）の午前
９時から午後４時まで

　　イ　交付場所
　　　　福井県越前市上太田町４２－１－１ 
　　　　福井県丹南土木事務所総務課
　⑶　申請書等の提出期間等
　　ア　提出期間
　　　　申請書等の交付期間と同じとする。
　　イ　提出場所
　　　　申請書等の交付場所と同じとする。
　　ウ　提出方法
　　　 　郵送（民間事業者を含む。以下同じ。）または持参して提出するものとし、電送

によるものは受け付けない。
　　　 　なお、郵送により提出する場合には、配達記録が残る書留郵便等を利用して送付

しなければならない。
　　エ　提出部数
　　　　正本１部および副本１部
４　地域維持事業入札参加資格の有無の決定
　 　地域維持事業入札参加資格の審査の申請をした者の地域維持事業入札参加資格の有無
については、３⑴に掲げる提出書類を審査した上で決定するものとする。
　 　なお、地域維持事業入札参加資格の有無の決定を受けた者であっても、申請書を提出
した後開札までに、共同企業体の構成員のいずれかが措置要領に基づく指名停止または
指名除外の措置を受けた場合その他経営不振に陥ったと明らかに認められる等この入札
に参加するのにふさわしくないと認められる場合には、地域維持事業入札参加資格の決
定を取り消すことがある。
５　地域維持事業入札参加資格の有効期間
　 　地域維持事業入札参加資格の有無は、この業務の請負契約に係る一般競争入札につい
てのみ有効とし、この業務を落札した共同企業体の入札参加資格にあってはこの業務が

完了し、当該共同企業体の清算が完了した日に、その他の共同企業体にあってはこの業
務の請負契約が締結された日に、その効力を失うものとする。

６　その他
　　地域維持事業入札参加資格の審査についての照会先
　　福井県土木部土木管理課建設産業・人材支援室
　　電話番号　０７７６－２０－０４７０


